
皆さんこんにちは衆議院議員の枝野幸男です。今日

はお声をかけて頂きありがとうございます。私が代表

の時に皆さんにお声がけさせて頂き、吉田さんはじめ

多くの皆さんに立憲民主党で一緒にたたかって頂くと

いう大変大きな勇気ある決断を頂きました。吉田さん

からもいっしょになって良かったと言って頂き私もほっ

としていますが、立憲民主党に移って頂いた社民フォー

ラムの方全員に、そうした思い持って頂けるよう、私

もこの間の経緯に責任がありますので、今後も頑張っ

ていきたいと思います。

立憲民主党の目指す社会は、自己責任社会から支え

合う社会への転換、富の偏在から豊かさの分かち合い

への転換、小さな政府から機能する政府への転換だと

整理できます。これは自公政権からの転換にとどまら

ず、これまでの日本社会と大きく違う新しい社会像だ

と思います。

これらは社民フォーラムの皆さんが掲げている社会

像とほぼ重なるものです。ときどきお叱りを受けます

が、私は保守本流だと公言しています。保守本流と自

負している私がたどり着く結論と、社会民主主義をベー

スに皆さんが考える社会像が実は今一致をしている、

こういうことだと私は思います。そうした意味では保

守と自認している私からの呼びかけで、社民党の吉田

さんがそれに呼応していただき、今同じ党でやってい

るというのは、一種歴史の必然だろうと思います。

日本は戦後、復興から高度成長へと一億総中流社会

を作り上げてきました。私は今５８才、物心がついて

成長する過程は世の中の９５％以上の人が、昨日より

も今日、今日よりも明日がより豊かになるというプロ

セスで、昭和３０年代からおそらく５０年代まで続い

た日本社会の全体像だったと思います。他方、世の中

の政治への期待値はどんどん低くなっていました。つ

まりみんなが良くなっているので、頑張ったから豊か

になったという自己認識が必然的に競争とか自己責任

というものに、無意識に偏っていったのではないかと

思います。そのプロセスが高度成長の時代でした。こ

の行き着いたと

ころが中曽根行

革に始まる小さ

な政府論への流

れでした。

当時大部分の

人が自分は明日

はもっと豊かに
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社会民主主義フォーラム全国交流会開く

立憲民主党の目指す社会 － 枝野幸男前代表が記念講演

社会民主主義フォーラムは１２月１１日、結成以来初めてとなる全国交流会を開催し、全国から約６０人が

オンラインで参加しました。交流会では３年前、私たちに立憲民主党への合流を呼びかけた枝野幸男衆議院議

員から立憲民主党の目指す社会について記念講演を受けました。講演の中では「支え合い、分かち合い、機能

する政府」の三つの柱で党の目指す社会像が示されるとともに、消費税や敵基地攻撃能力をめぐる議論につい

ても貴重な提起を頂きました。以下講演の要旨です（文責は編集者）。

社会民主主義と一致する社会像

自己責任社会から支え合う社会へ



なると思っていましたので、政治の役割は、その中で

も一部の運悪く豊かになっていない人をどう救うかと

いうことでした。社会全体で支えなければいけない人

たちが限られていましたので、その人たちを救うこと

について、あの時代は社会全体が寛容でした。なぜな

ら自分は豊かになってきた、明日はもっと豊かになる

だろう、そんな中でそうなっていないごく一部の人は

気の毒だか

ら自分が少

しくらい負

担してでも

なんとか支

えてあげよ

うというの

が高度成長

の時代でし

た。

これが平

成の３０年間で一気に転換してしまいました。現在、

より豊かになっている人たちはごく一部です。将来不

安を感じない人は、高度成長時代に成長を感じられな

かったごく一部の人たちぐらい少ないという状況です。

高齢化社会においては、たとえば認知症や寝たきり

になった場合、そこから１０年、２０年人生がありま

す。少し資産があり年金が多い人でも、介護に対する

不安はなくなりません。最先端の医療に高額療養費制

度があっても、差額ベッド代を取られない病院を探す

のは大変で、きちんとした医療を受けられるかという

不安は、鳩山さん麻生さんなら別でしょうが、多くの

人が感じています。子育ても、例えばシングルマザー

で収入が少なく苦労している人たちも大変ですが、ダ

ブルインカムで一千万円以上稼ぐ「ハイソ」な家庭で

も、急な残業とか子供の発熱とかに対応できる保育園

はごく一部で、入れるかという不安もあります。子育

てに関する不安を感じていないのは、これも鳩山さん

麻生さんぐらいだよと、こういう時代になっています。

皆が不安を抱えているにもかかわらず、気の毒な人

や弱者を救いましょうというのは、実は国民には受け

入れられません。なぜなら自己責任という高度成長期

に植え付けられた感覚の延長線上で、自分は頑張って

いるのだから、確かにもっと気の毒な人はいるかも知

れないけど、それは自己責任で頑張ってねと。これが

ここ１０年、１５年安倍さんが利用してきた社会の空

気です。ですから支え合う社会と言っても、弱者や気

の毒な人を救いましょうでは、たぶん私たちはマジョ

リティが取れないと思います。

だから支え合う社会とは、鳩山さんや麻生さん以外

のほとんどすべての人が感じている不安をみんなで支

え合いましょうということでなければならないと思い

ます。シングルマザーで子育てをしている人、特に気

の毒だからこの人たちを支えるのは当然ですが、その

人たちだけという印象を与えてしまったら、ダブルイ

ンカムで比較的恵まれている人は、私たちもこんなに

苦労して頑張っているのに、なんでその人たちだけを

となってしまいます。

支え合う社会の重要な意味は、社会全体で負担して、

社会全体で直面した困難、それは極端ではなくみんな

が抱えている困難、不安に対応できるセイフティネッ

トを張らなければならないことです。各論で言えばベー

スは現金給付ではありません。現金給付だと所得に応

じてとなります。しかし介護や医療への不安は比較的

資産や所得のある方も同じです。子育ての不安は一定

収入のある若い世帯も同じです。そういう人たちに対

しても便利で安心できるサービスを十分に提供します

という現物給付の充実こそ必要です。そういう明確な

メッセージを伝えなければいけません。

分かち合いについては、コストや値段の安さで勝負

をする経済からの脱却こそ、いま日本に求められてい

る最大の経済政策です。日本の経済が悪いのは一貫し

て国内消費が冷え込んでいるからです。消費を増やす

には所得を平準化することが経済のイロハのイです。

所得の多い人ほど消費に回す比率は低くなります。所

得の低い人は全部使っても足りません。所得が増える

にしたがって余力が増え、この余力を貯蓄や投資に回

すことになり、所得の多い人ほど消費に回す比率は小

さくなります。したがって格差が拡大すれば、消費が

減るというのが常識です。ましてや日本は大部分の人

の賃金が上がらない中で、所得が偏在しています。さ

らに日本が貿易などで得た富は大企業に内部留保の形

で偏在しています。

この偏在

の分かち合

いは経済対

策の側面か

ら強調すべ

きだと思い

ます。中間

層は私たち

も苦労して

頑張ってい

るのにという気持ちです。しかし所得の低い人たちの

所得が増えればお金は買い物で地域に回る。今働いて

いる人の４人に３人は内需関連の仕事で、皆さんの給

料は国内の消費が伸びないと上がらないということに

なります。したがって各論でいくと保育士さんとか看

護師さんとか介護職員とか非正規の公務員とか、こう

いう人たちの賃金を上げれば上げた分は全部地域の買

い物で消費が伸びます、皆さんの給料も上がりますよ

ねと。こうした経済対策が私が言っている分かち合う

社会です。
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三つめが機能する政府です。小さな政府は時代遅れ

だと明確に言うことが必要です。正規雇用もこれはこ

れで問題がありますが、たとえば今の市役所の半分は

非正規で、公立学校でも非正規の先生を増やし過ぎて

担任が決まらない。これでいいのですかという話は、

おそらく公

務員バッシ

ングに乗っ

ていた普通

の市民の皆

さんも、そ

れはそうだ

なと思って

くれます。

コロナがあっ

て保健所を小さくしすぎたことの問題は多くの人たち

が感じています。

保育士さんは全額税金で給料が出ていますから、一

種の公務員であり政府です。看護師さんも介護職員も

保険料と税金で７割とか８割とかが給料の元手となっ

ており政府です。政府が賃金を上げると言えば上げら

れます。分かち合いの手段や効果も明確です。小さく

なりすぎた政府に対して、医療や介護や子育てなど広

い意味で政府だということは皆が同意できる話です。

理念的にも正しいですし、あえて言えば大きな政府が

必要だということは、おそらく無党派とか保守的感覚

の人のかなりの部分でもちゃんと説得すれば仲間になっ

てくれる時代だと思います。それができるかどうか今

問われています。

その上で消費税についてです。私は政策論として消

費税減税をやるべきではないとは言っていません。ま

た今消費税の引き上げは論外で、消費税引き上げは所

得税や金融所得課税、内部留保を蓄積してきた企業に

もっと課税し是正した上でなければというのが大前提

です。それでも消費税減税を言わない方が政治的に徳

だというのが今の私の結論です。

去年の総選挙の消費税減税は時限的なもので、公約

で特出ししたものではなく、当面のコロナ景気対策の

中に小さな項目で入れたものです。しかしメディアと

一部の人たちは消費税が大好きで、どんなに時限的だ

ろうがそれを最大の争点にするという特徴があります。

もともと消費税はけしからんと思っている人たち、消

費税こそが争点と理解して投票してくれる人はいいの

ですが、残念ながらそうした人はマジョリティではな

く、選挙には勝てません。

私たちは大きな政府を訴え、多くの財政が必要だが

その方が暮らしや景気も良くなると説得します。必要

な税は直接税を増やして間接税を減らすと、冷静な報

道があればまだやり様があるのですが、消費税減税と

言った瞬間に報道はこれだけになります。これでは

「維新」との区別がつきません。「維新」は明らかに

小さな政府的消費税減税です。税なんて少なければ少

ない方がいいというメッセージがメインで出てしまう

と、私たちが一番言いたいことが伝わらなくなると去

年の総選挙で痛感しました。

有権者はミクロで見るとポピュリズムに揺り動かさ

れる時がありますが、一方でマスとしての世論、国民

は賢明で暮らしの中からしっかりものを見ています。

介護職員や保育士の給料を上げる、非正規の公務員を

正規化する、奨学金など借りなくても進学できるよう

にする。これをやるにはものすごく金がかかるのに減

税では無責任だと、有権者はまず直感から入ります。

そうなると私たちの主張は誰に対する、何をするため

のメッセージなのかが見えなくなります。こうしたこ

とについて是非考えていただきたいと思います。

次にいわゆる敵基地攻撃能力、反撃能力についてで

す。自民党はここまでの展開を間違えたと思います。

いわゆる敵基地攻撃能力と先制攻撃と防衛費の倍増と

いう話。この三つがセットで進められることで、非常

に恐ろしいしとんでもないと考えている中間的な国民

の皆さんにもきちんとアピールできる、そうした材料

を与えてくれていると思います。

一方で、第二次世界大戦を当事者として経験した世

代やその世代から直接話を聞いている世代も少数派に

なっています。明らかに意識が違うのは避けられませ

ん。今年の夏に亡くなった父は昭和６年の生まれで、

空襲で自分の前を歩いていた人が亡くなったという話

を子どものころ

聞かされました。

ちょっと間違っ

て父が死んでい

たら私はいなかっ

たとリアルに感

じる世代です。

しかし私自身は

経験しておらず、

自分の子どもに

伝えられるのは全部聞き伝えですから、まったく迫力

がありません。この現実と変化は客観的事実として受

け入れなければなりません。

そしてウクライナでの事態です。ロシアが突然隣の

国に一方的に攻め込んで戦争を仕掛け、ミサイルを打

ち込んで占領しようとしており、あのロシアがという
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小さな政府から機能する政府へ



感覚。北朝鮮が何度もミサイル実験を繰り返している

話とか、中国が台湾に対して露骨に牽制している話と

か、それらは皆同じような感覚を持ちます。

ですから「敵基地攻撃や先制攻撃などとんでもない

よね」という中間

的なマジョリティ

は、一歩間違える

と、やっぱりロシ

アは怖い、中国も

北朝鮮も怖い、本

当にこのままで大

丈夫なのという感

覚に取り込まれる、

実は今その中間層

の取り合いだと私は思います。わが党が自民党の議論

に同意するかのような日経新聞の報道がありましたが、

客観的事実としてそんなことはありません。党内では

今の自民党がやろうとしていることは全然ダメという

ことは共通しています。

問題は、どちらにも揺れそうな層、どちらに傾よる

か分からない層を私たちがどう取りに行くのか、ある

いはどちらが取るのかが、多分日本の歴史を変える、

２０年くらい日本の歴史を変えるポイントだと思いま

す。したがって個々の議論の進め方とメッセージの発

信の仕方はものすごく難しいと思います。

先制攻撃は絶対ダメだと、間違いなくこれは党内で

明確に打ち出せます。防衛費の２倍増についても、初

めに金額ありきで決めることもあり得ません。これら

は明確です。防衛予算については、見直しを行いどう

しても増やす部分があるのならそれは否定するもので

はありません。こうした点は通常国会でぎりぎり詰め

ていくことになります。細かい緻密な議論を行い、自

民党のやっていることが日本の安全に何の意味もなく、

軍事産業を拡大させアメリカの一部を喜ばせ、他国に

警戒心を与えるだけだときちんと詰めていくべきです。

自衛隊のことなど何もやらない方がいいという立場で

はありません。

敵基地攻撃能力については、「着弾しなければ、仮

に持っていても反撃できない」「多くのミサイルは移

動式でどこに反撃するのか」「北朝鮮に対応する場合

いくら予算がかかるのか」「中国を本当に相手にでき

るのか」など、詰めていけば敵基地攻撃能力を持つと

いうのは空理空論でリアリティはないと、結論はそう

なると私は思います。しかし入り口で全部ダメという

ことで議論に入らなくていいかと言えば、私は入って

詰めないといけないと思います。こうした議論をちゃ

んとしなければ、たぶん中間層は、不安はあるけど日

本がウクライナみたいになるのはイヤだと、こういう

プロパガンダに取り込まれていくことになる。こちら

が素朴な平和だけを掲げて勝てるのか、きちんと考え

なくてはいけません。

敵基地攻撃能力は、憲法上はあり得るが従来から政

策判断としては持たないと言ってきました。その政策

上の判断を転換する事情とは何かと詰めていったとき

に、少なくとも私はどこからも説得力のある話を聞い

たことはありません。敵基地攻撃能力は持たない方が

日本の安全にとってプラスだという私たちの議論が必

ず説得力を持つと思うので、そうした緻密な議論が必

要だと考えます。

最後に一点、運動論的なお話です。皆さんが育った

のは組織政党、立憲民主党は議員政党です。小選挙区

で勝った議員はほとんどが議員政党的政治活動です。

そういうベースがあり、一気に組織政党化すると逆に

衆議院選挙でたたかえる人間がいなくなるという状況

に陥りかねません。しかし政権を目指して永続的に続

く政党がそういう構造ではいけません。何とか組織政

党と議員政党のいいところをハイブリッド化していか

ないと、この党は国民の期待に応えられないと思いま

す。組織政党としての経験やノウハウなど私は強く期

待していますが、議員政党だからこそできるところも

あるので、ぜひ焦らないで、うまくハイブリッドして

いただければと思います。

都道府県ごとに、あるいは小選挙区ごとに、党組織

など成り立ちが全然違い、これも社民党の経験、歴史

からは違和感があるところだと思います。それぞれの

地域で見極めていただき、たとえば組織の弱いところ

は皆さんの感覚、経験、ノウハウを生かして頂くこと

で、いい意味での組織政党化ができると思います。そ

うではなくて一定の議員政党的な地域活動ができてい

るところでは、

逆に＋αで組織

政党的要素が加

わってくるとあ

りがたいと、選

挙に強い人間ほ

ど思っているは

ずです。皆さん

から私たちはこ

ういう経験やノ

ウハウがある、これを使えばもっと強くなるのではと、

入れ替えるのではなくて、＋αしてハイブリッド化し

ていくことで、うまく融合できればと思います。

これから統一地方選挙になります。社民フォーラム

の候補者や労組の関係の皆さん方で、ちょっと集まっ

て集会やるんだけど応援弁士がいたらうれしいなとい

うことがありましたら、日程さえ合えば、いくらでも

やりたいと思っていますので、事務所に声をかけてい

ただければと思っています。いろいろお話させていた

だき、どうもありがとうございました。

( 4 ) 発行責任者：中川直人
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